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廃棄物最終処分場における硫化水素対策検討会報告書骨子 
１．検討会の目的 

昨年 10 月、福岡県筑紫野市の安定型最終処分場において、送水槽内で作業をしていた作業員３名が、 硫
化水素中毒と疑われる症状により死亡する事故が発生。その後、同処分場内部（ボーリング孔）から 
15,000ppm の硫化水素ガスを検出。 
また、同月に硫化水素臭がするとの住民の苦情があった滋賀県栗東町の安定型最終処分場においても、 そ
の後処分場内部（ボーリング孔）から 15,200ppm（その後最高で 22,000ppm）を検出。 
 これらの事例を踏まえ、厚生省において安定型最終処分場について全国的な状況を把握するとともに、 安
定型最終処分場における硫化水素発生の原因究明、必要な当面の対策の検討を行うため、専門家からなる検

討会（座長：花嶋正孝福岡大学教授）を設置した。 
 

２．硫化水素発生事例 
 1)福岡県の事例 

 平成 11 年 10 月６日に、福岡県筑紫野市の安定型最終処分場において、浸透水の水質検査のためのサン

プリング作業の際、送水槽内で硫化水素中毒と疑われる 作業員３名の死亡事故が発生し、その後の処

分場内部のボーリング調査により、ボーリング孔内から最高で 15,000ppm の硫化水素ガスを検出。 
 硫化水素が発生した原因については、ボーリング調査の結果より、層厚が 30m にも及び層内は湿潤状

態で嫌気的性状を示していたこと、廃棄物層に有機物が 10％程度含まれていたこと等から、有機物の

生物分解に伴い、より嫌気的な状態となり、硫酸塩還元菌の活動 がより活発になる条件を有しており、

廃棄物中の硫黄分が硫化水素に還元されたものと考えられている。 
また、悪臭対策として注入している硫酸第一鉄も硫黄分の補給源となり、硫化水素の発生を促進したも 
のと推定されている。 

 早期に実施すべき措置として、廃棄物と雨水の分離、硫酸第一鉄の注入中止、ガス抜きによる好気化及

び発生ガスの無害化処理を実施。 
 埋立物について、さらに詳細に把握するため、ボーリング調査を追加実施（最高 6,000ppm の硫化水素

を検出）。今後も改善方策等について調査委員会で 継続的に検討。 
 2)滋賀県の事例 

 平成 11 年 10 月、滋賀県栗東町の安定型最終処分場外周雨水排水マス付近から硫化水素臭がするとの住

民の苦情により、同日、県の立会いのもと、消防及び町 役場でマス内のガス濃度測定を行った結果、

最大で 50ppm 程度の硫化水素ガスを検出し、その後の処分場内 部のボーリング調査により、ボーリン

グ孔内から最高で 15,200ppm（その後、最高で 22,000ppm）の硫化水素ガスを検出。 
 原因については、現在、調査委員会で検討中であるが、硫黄源については、石膏ボードの可能性が高い

とみられている。 
 現在、処分場のガス抜き作業を実施中であり、一定程度までガス抜きが進んだ後、掘削調査を行い、原

因究明、改善対策等を進める予定。 
 



 3)全国調査結果 
 廃棄物処理法に基づく設置許可を得ている安定型最終処分場について、硫化水素は低濃度で悪臭が認め 
られ、通常悪臭問題としてあらわれることから、硫化水素が発生している事例を把握するため、悪臭の有無

の調査を行った。 
回答施設数 
１４７４ 
悪臭が認められた施設数 
１１(約１%) 
 周辺環境に影響が生じている事例はまれであるが、悪臭が認められ、硫化水素が発生している処分場が 数
は少ないものの、福岡、滋賀以外にも存在している状況である。 
 

３．硫化水素の発生原因について 
 福岡県、滋賀県の事例及び文献等から、現段階で考えられる硫化水素発生の基本的なメカニズムを整理 し
た。なお詳細な研究や調査を行い知見の集積を図っていかなければ十分な証明は困難ではあるが、可能な範

囲 で推論すると、以下の条件下においては、嫌気性環境下で硫酸塩還元菌が硫酸塩を還元することにより

硫化水素 が発生するものと考えられる。さらに、これらの反応が急激に生ずれば、硫化水素の発生も急激

になり、場合に よっては高濃度となることもあると考えられる。 
① 硫酸イオンが高濃度で存在すること 

硫酸イオンは、自然の土壌によっても供給されるが、高濃度のケースでは、CaSO4 などの硫酸塩

を 含む廃棄物（廃石膏ボードなど）もその供給源となりうる。 
② 有機物（硫酸塩還元菌の炭素源）が存在すること 

硫酸イオンだけでは硫化水素が硫酸塩還元菌により発生することはなく、炭素源となる有機物が必

要で ある。有機物は自然の土壌等自然界によっても供給されるが、付着・混入した有機性の廃棄

物によっても供給さ れる。 
③ 嫌気性の環境であること（酸素が存在しない） 

酸化還元電位がマイナスの値となる嫌気性の環境下では、硫化水素が硫酸塩還元菌により発生する。 
 
④ 埋立層内に水がたまっていたり、たまりやすい状況があること 

埋立層内に水のたまる場所があると、嫌気性環境が一層促進。 
 
 (5)硫酸塩還元菌が存在していること 
 

４．当面の対策について 
 安定型最終処分場への埋立処分に対しては、平成 10 年６月（ただし、従来から、工作物の新築、改築 又は除

去に伴って生じた安定型産業廃棄物の埋立処分の用に供されている安定型最終処分場への埋立処分等に対 して

は平成 11 年６月）から、安定型産業廃棄物以外の廃棄物の付着・混入防止措置（工作物の新築、改築又は 除去

に伴って生じた安定型産業廃棄物については、混合して排出されたものについて、風力、磁力等を用いる方 法
により選別し、安定型産業廃棄物の熱しゃく減量を５％以下とする方法による措置等）を講ずることが義務づ け
られていることに加えて、最終処分場の維持管理基準においても、安定型産業廃棄物以外の廃棄物の混入を防 ぐ
ための展開検査、埋め立てられた廃棄物の浸透水の検査及び処分場周縁２カ所以上から採取した地下水の検査 
が適宜義務づけられており、これらが守られている限り安定型最終処分場から硫化水素が発生する可能性は極め 
て低いと考えられる。 



 しかしながら、それ以前に処分が行われている処分場については、全国調査結果からも明らかなよう に、数

は少ないものの硫化水素が発生しているケースが認められる。一般的には、降雨の後の気温上昇は、高濃 度硫

化水素の発生を促進する可能性が高いので、こうした時期には、処分場地表及び敷地境界線における検知管 に
よる硫化水素濃度の測定を行うなどの監視を強化することが適切である。問題が生じた場合には個々のケース 
に配慮しつつ、必要に応じて次のいずれかのあるいは組み合わせた対策を講ずる必要がある。 
 遊離性の酸化鉄を多く含む土壌（火山灰土壌等）などの資材を層状に 30～50cm 敷くことにより臭気対策を

講ずる。これにより硫化水素ガスが酸化鉄に固定 され、外部への放散が抑制される。また、処分場によっ

ては、このような資材を処分場表面にトレンチを形成さ せた部分等に使用することにより、抑制できる場

合もある。 
 ガス抜きで改善する場合には、ガス抜き管を設置して徐々にガス抜きを行い、換気による放散を行って改善

を図る。この場合、処分場の設置場所、構造や埋立廃 棄物の性状に留意しつつ、ガス抜きに際し、一気に

ガス放出しないよう十分な調査・計画をした上で、実施する 必要がある。 
なお、覆土を徹底する等によって、処分場内への雨水の浸入を抑え、有機物の洗い出しによる急激な嫌 気

化を防止することも必要である。 
とくに、埋立物の掘削や移動、排水管等の設置等は、埋立層内を攪乱することによって一時的に好気的条

件を 生みだし、その後の微生物反応が加速され、強い嫌気状態に短時間で戻ると急激な硫化水素発生を誘

発する可能 性がある。従って、こうした措置を行う場合には、あらかじめ十分な調査・計画をするなど、

注意を払うことが 必要である。 
 

５．今後の課題について 
 硫化水素の発生メカニズムやその他の対策については、具体的な安定型最終処分場についてさらに詳細な調

査を実施し、より具体化させることが必要である。 
 処分場内の送水槽等の密閉空間の作業に係る対策については労働安全衛生の観点からも別途検討されるこ

とが期待される。 
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